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研究成果の概要（和文）：　就労する障害者にとって合理的配慮は極めて重要である一方、日本では、合理的配
慮についての実証研究は十分ではない。本研究では、障害者を対象として日本で実施された統計調査の個票デー
タに基づき、日本の労働市場における合理的配慮へのニーズや提供の有無、必要な合理的配慮の不提供が障害者
の賃金に与える影響を分析した。
　推定の結果、いくつかのタイプの合理的配慮で、必要な配慮がない場合には、必要な配慮がある場合や配慮を
必要としない場合と比べると、統計的に有意かつ無視できないレベルで賃金が低くなることが観察された。

研究成果の概要（英文）：　　Though the provision of reasonable accommodations for workers with 
disabilities is important, the empirical analyses about the accommodations are not sufficient in 
Japan. Based on the micro data obtained from the statistical survey of people with disabilities in 
Japan, this study investigated which types of accommodations were required by and provided to these 
people, and analyzed how the lack of provision of these accommodations affected workers’ wages in 
the Japanese labor market.
　　In terms of certain accommodations, it was observed that the workers who were not provided with 
them, but required them, earned a lower wage than those who were provided with the necessary 
accommodations and those who did not require said specific accommodations. The negative effect 
caused by the lack of accommodations made on the wages was estimated as statistically significant 
and was not at an ignorable level.

研究分野：社会保障論　医療経済学　労働経済学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　研究成果の学術的な意義として、先行研究が十分ではないテーマに対し、個票データによる分析から一定のエ
ビデンスを示したことがあげられる。また、社会的な意義として、必要とされる合理的配慮の提供がいまだ不十
分である点や、不十分な状況が障害のある労働者の賃金にマイナスに影響する点を明らかにしたことがあげられ
る。障害者差別解消法により、合理的配慮の提供が重視されるようになった一方、就労の現場での具体的な取り
組みには課題があるといえる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
障害者が直面する「障害」については「医学モデル」と「社会モデル」の 2つの考え方がある．
医学モデルとは，障害を障害者本人の心身の機能不全（インペアメント，impairment）とする
考え方で，障害者の社会参加のための治療やリハビリテーションを重視するモデルである．社会
モデルとは，「障害学」から生まれた考え方で，障害を障害者が直面する社会的障壁（ディスア
ビリティ，disability）ととらえ，障害のない人にとっては問題でなくとも，障害のある人にと
っては都合が悪く，社会参加の障壁となる制度・仕組み・構造の解消を重視するモデルである． 
本研究が焦点を当てる「合理的配慮」とは，後者の社会モデルの発想によるものである．一般
に合理的配慮とは，就業や修学等の社会活動の場面で，障害者から社会的障壁と考えられる不都
合なことへの工夫・改善の要望があった際に，過剰な負担にならない範囲で提供されるべき配慮
を指す．日本では既に「障害者の権利に関する条約（障害者権利条約）」の署名（2007年）・批
准（2014年），「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法）」の施行
（2016年）といった法整備が行われた．障害者差別解消法は差別的取扱いの禁止と合理的配慮
の不提供の禁止を定めるもので，これにより労働市場では合理的配慮が一層重視されることと
なった． 
このように，合理的配慮が法律で明文化され，社会に求められたことで，今後は経済学的な研
究，すなわち実際の労働市場に参加する経済主体の行動に着目した研究が極めて重要であると
考えられる． 
海外に目を向けると，例えば，アメリカでは「障害をもつアメリカ人法（アメリカ障害者法）
（Americans with Disabilities Act of 1990：ADA）」の施行後，ADAの影響を分析した実証論
文が多数刊行された．ADAは合理的配慮の不提供を差別とみなす法律であるが，公刊された実
証論文の多くは，逆説的な結果として，ADAにより障害者の雇用が減少したことを指摘してい
る（Acemoglu and Angrist, 2001など）． 
 一方，日本では，障害者権利条約の署名や批准，障害者差別解消法の施行が，2000年代以降
であったこともあり，日本の労働市場での合理的配慮についての実証研究は蓄積がまだ十分で
はないことから，本研究に着手した． 
 
 
２．研究の目的 
 
本研究は，障害のある労働者への職場での合理的配慮に焦点を当て，個票データによる計量分
析から，合理的配慮へのニーズや提供の有無，必要な合理的配慮の不提供が労働者に与える影響
を明らかにすることを目的とした． 
 
 
３．研究の方法 
 
障害者を対象に日本で実施された統計調査の個票データを使用し，大きく二つの分析を行っ
た．第一に，障害のある労働者が必要とする合理的配慮の内容と，職場での実際の提供状況を把
握した．第二に，必要な合理的配慮の提供の有無が，障害のある労働者の賃金に与える影響を推
定した．対象は一般就労に従事する障害者とした．推定方法は，合理的配慮の必要性の有無や提
供の有無が様々な要素に依存する点を考慮し，逆確率重み付け推定法（Inverse Probability 
Weighting：IPW）を用いた．合理的配慮のタイプ毎に，標本を 3つのケース（①配慮が必要で
ありながら提供がない場合，②配慮が必要で実際に提供がある場合，③配慮が必要でない場合）
に分け，①を処置群，②③を対照群とみなし，配慮の有無や提供の有無に影響すると思われる年
齢，障害の状況，性別，学歴，就業先の規模などの変数を逆確率でコントロールし，①と②③の
賃金を比較した． 
 
 
４．研究成果 
 
分析の結果，第一に，必要とする合理的配慮の内容と職場での実際の提供状況に関しては，依
然として，必要とする合理的配慮がありながら，職場で提供されていない障害者が多い事実が浮
き彫りとなった．第二に，IPW による推定結果において，いくつかのタイプの合理的配慮で，
必要な配慮が提供されていない場合には，必要な配慮が実際に提供されている場合や配慮自体
を必要としない場合と比べて，統計的に有意かつ無視できないレベルで賃金が低くなることが
観察された．この結果の一つの解釈として，必要な合理的配慮の欠如が生産性にマイナスに影響
し，賃金の低下に影響したことが考えられる． 
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